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診療報酬改定率の推移
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人口・経済の前提
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（出所）財務省(2018)「我が国の財政に関する長期推計（改訂版）」
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医療費の分布
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医療費の官民役割分担
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後期高齢者医療制度の診療報酬に
自動調整メカニズムを導入

医療費の自然増加率
（後期高齢者医療制度部分）

名目GDP成長率

自動調整メカニズム
による調整（例：α＝0.125％）

Z点→Z×（1－α）点

実際の改定率等による

医療費の増加率（後期高齢
者医療制度部分）
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必要な改革の哲学
大内兵衛

大蔵省を経て、1919年、新設の東大経済学部に着任、助教授
として財政学を担当。1949年に東大経済学部を教授で退官後
は、1950年より1959年まで法政大学総長。社会保障制度審
議会初代会長を務め、1950年の「社会保障制度に関する勧
告」では、日本の社会保障の理念と制度化の方向を提示。

なお、社会保障審議会・勧告に関する制度研究の中心とみら
れる当初の学識経験者は、勝俣稔(元厚生省局長)、末高信
(早稲田大学教授)、園乾治(慶応大学教授)、原泰一(民生委
員連盟会長)、桂泉(中労委委員)、大内兵衛(法政大学総長)、
近藤文二(大阪商大教授)、清水玄(元厚生省局長)、長尾春雄
(労災保険委委員)、川北禎一(日銀副総裁)の各氏。
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改革提言案①
（ 7月刊行予定の共著『薬価の経済学』より抜粋）

• 中長期的視点に立った社会保障改革の骨太方針を策定等するため、関係大臣や有識者から構成
される「社会保障戦略会議」（仮称）を設置する。また、中医協の下部組織として、保健医療に関す
るビッグデータ等を利用して分析を行う専門組織の設置を検討する。専門組織の委員は任期4－5

年の常勤とし、各委員をサポートするスタッフを配置、必要に応じて、関係省庁などからデータ収集
やヒアリングを受けることも可能にする。

• 必要かつ適切な医療サービスをカバーしつつ重大な疾病のリスクを支え合うという公的医療保険の
役割を堅持した上で、給付範囲の哲学の見直し等を行い、自然治癒や回復、状態維持の蓋然性が
相対的に高い軽度の疾病には自己負担の割合を高める一方、生命の危険やQOLへの影響が大き

い重度の疾病には負担割合を低くする等、疾病に応じて負担割合を変えることも検討する。また疾
病予防や健康増進、健康寿命延伸への取り組みといった医療費適正化への取り組みは一層加速
させる。それと同時に、後期高齢者医療制度においては、引き続き減少が見込まれる現役世代の
負担能力に配慮し、医療財政の持続可能性を高めつつ世代間の負担平準化を図る観点から、年
金改革で導入したマクロ経済スライドを参考として、その診療報酬に自動調整メカニズムを導入す
ることも検討する。
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改革提言案②
（7月刊行予定の共著『薬価の経済学』より抜粋）

• また、医薬品の保険給付については、高額療養費制度は維持しつつ、フランス等の事例を参

考に、現行の年齢別の自己負担割合を改め、薬剤に関する自己負担を適用疾患の重篤度や

医薬品の治療における有用度等に応じて変更することも検討する。

• なお、上記の措置は、現行の年齢別「窓口負担」（治療の必要性や負担能力などの点から、患

者の多様な実態を十分反映していない現行制度）を改め、応能負担別「窓口負担」に変更する

ことを意味するが、高額療養費制度を考慮しても、医療費の負担能力が高い家計と低い家計

があり、所得再分配政策の観点から、マイナンバー制度などを利用しつつ、所得や資産に応じ

て、負担能力が極めて低い家計については、その自己負担（窓口負担）の引き下げや、税制

上の措置等でその負担を軽減する方策も検討を行う。

（以下、略）
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